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復興を超えた飛躍的成長に向けて
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つながれば きっと
みんなのチカラになる
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日本

アメリカ

シンガポール

台湾

1人当たり実質GDP（購買力調整済み，アメリカ＝100）

「復興」では日本経済は没落する



長期的な経済成長の源泉は？
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設備投資？
教育投資？

短期的には
効くが、

長期的には
収益率低下

「技術」進歩
＝知恵の創造

「3人寄れば
文殊の知恵」で
知恵を創造

グローバル化
海外との
つながり

産業集積
地域内の
つながり
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産業集積

生産ネットワークによる
リスク分散

グローバル化



企業のグローバル化で生産性は成長する

5

日本
企業

外国

輸出：2％上昇
(Kimura & Kiyota, 2006)

海外直接投資：2％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2007)

海外生産委託：0.6％上昇
(Hijzen, Inui, & Todo, 2010)

海外での研究開発：
3％上昇

(Todo & Shimizutani, 2008)

対日研究開発投資：4％上昇
(Todo, 2006) （数字は平均的効果）

知恵の
流入

国内資源の
効率的利用

規模の経済



輸出によって生産性は上昇する
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2000年に輸出を開始した企業の平均

1995年から2007年まで一切輸出していない企業の平均

経済産業省『企業活動基本調査』
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グローバル化は雇用を悪化させない

対外
直接投資

親会社の
雇用に影響なし
樋口 & 松浦 (2003)

Hijzen, Inui & Todo (2007) 
Yamashita & Fukao (2008)

短期的
雇用減

産業レベルの
雇用に影響なし

Hijzen and Swaim (2007): OECD
Agnese (2009): 日本

生産性
増

長期的
雇用増

空洞化？



グローバル化した中小企業は
国内雇用を増やしている
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海外直接投資・海外生産委託を
行っている中小零細企業

行っていない中小零細企業

三菱UFJリサーチ＆コンサルティング『国際化と企業活動に関するアンケート調査』



情報・知恵の波及効果があるので、
グローバル化を政策で後押しするのは

日本全体にとって利益
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マクロ

経済連携協定
（EPA）
特にTPP

対日
直接投資

誘致

ODA

ミクロ

情報
支援 金融

支援

ネット
ワーク
支援 リスク

支援



震災後に企業の海外移転が加速
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リスク分散
円高対応

長期的な日本経済の
発展のためには
むしろプラス

ただし、グローバル化によって
高度人材への需要シフト
本社・研究開発機能を
日本に残すためには
人材育成が必須



被災地の復興のためにも
グローバル化支援を
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• 被災地にも元気な企業はいる
• 国内の輸出企業に部品を供給
 海外に販路を拡大できるはず

中国の見本市「広州交易会」に
被災企業12社が出展

福島県の林精器製造「震災で減った仕事を
自力で回復させるために出展した。
海外販売のきっかけにしたい」

2011年10月15日読売新聞
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その他

東京圏

大阪圏

名古屋圏

日本の都市の人口シェア（％）

日本は過度に東京一極集中

出所：総務省統計局（2010），『日本統計年鑑』
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13出所：総務省ウェブサイト，総務省統計局（2010），『日本統計年鑑』．

公共投資

人口

これまでの政策では地方の産業集積を
育成できなかった

地方（北海道、東北、北陸、中国、四国、九州）のシェア（％）
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防災

地方の産業集積を促し
東京一極集中を是正
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減災
リスク分散

地域内外の企業・
事業者の

つながりの強化

他の事業所・
同業他社

による
生産代替

他の事業所・
取引先からの
復旧支援

被災事業所



大学
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高度な技術を核とした産業集積のための
特区の設計

地場の
中小企業

研究開発
優遇税制

外資企業

法人税の
軽減

税制 つながりによる
技術進歩

大企業

グローバル
人材の育成

新規参入
の奨励

外国の
バイヤー
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